



本稿は、スイスにおいて 2004 年 10 月 8 日に成立し、











An Outline and the Enactment Process of the Swiss Transplantation Law
MORI Yoshichika
The transplantation law was recently enforced in Switzerland. Some of the provisions of this 
law are as follows:  a ban on the trade of human organs, the protection of human dignity and 
health, organ extraction from brain-dead patients, embryonic or fetal tissue transplantation, and 
xenotransplantation. In this article, I provide an outline and explain the enactment process of this law 
through an analysis of the bill and the message drafted by the Federal Council and the proceedings of 
the Federal Assembly.
Before the enforcement of this law, the procedures for organ transplantation in Switzerland were 
not regulated at the federal level. These matters were referred to each of the cantons. Hence, there 
was demand for a federal law on transplantation medicine. The revision of the federal constitution on 
February 7, 1999 empowered the Federation to establish a transplantation law. A draft of this law was 
drawn out by the Federal Offi ce of Public Health and submitted for a consultation in December 1999. 
The Federal Assembly began deliberating the bill in July 2003 and passed it on October 8, 2004 
after a few modifications. An overwhelming majority voted for the bill. (However the Federal 
Democratic Union and the Evangelical People's Party voted against the bill from the standpoint of 
the protection of embryos and fetuses. The Green Party, objecting the equation of "death" with "brain-
death", abstained from voting.) The transplantation law was enforced on July 1, 2007 and it was only 
after this that the procedures for transplantation were regulated at the federal level.











































憲法（1999 年 4月 18 日の連邦憲法 6)）119a 条である。









年 5月 29 日の連邦憲法）24条の 10 として 1998 年 6月
26 日に連邦議会で可決されている 8)。その後、レファレ





1998 年 12 月 18 日に連邦議会で可決され、1999 年 4 月
18 日の国民投票で承認された後、2000 年 1 月 1 日に施
























































































































































移植法案は、2001 年 9 月 13 日に連邦議会に送られ
た。下院にあたる国民議会の社会保障及び保健委員会
（Kommission fu‥r soziale Sicherheit und Gesundheit, 
SGK）で 2003 年 7 月から審議が始まった。その後、国
民議会と、上院にあたる全州議会で法案の修正のための審







2001 年 9 月 13 日 法案の提出
2003 年 7 月～ 委員会審議
 12 月 17 日 本会議
委員会審議
2004 年 6 月 2 日 本会議
 9 月 22 日 本会議
 9 月 29 日 本会議
 9 月 30 日 本会議
 10 月 4 日 本会議
 10 月 8 日 最終投票 最終投票
2005 年 1 月 27 日 レファレンダム期限
2006 年 12 月 20 日 他法による改正（第 68条）
2007 年 3 月 16 日 施行命令の制定
 7 月 1 日 施行
① 2003 年 12 月 17 日の国民議会本会議
移植法案が本会議で最初に採決されたのが、2003 年








項「人が死亡しているのは…（Der Mensch ist tot, wenn 
…）」を「この法律の意味において、人が脳死であるのは
…（Der Mensch ist im Sinne dieses Gesetzes hirntot, 



















ることになる。これについては、2004 年 10 月 8 日の最
終投票の説明の箇所で触れることにする。
生きている者からの臓器の摘出について、法案になかっ



































































取っていた。EVP/EDU会派 28) は賛成 5、反対 3であり、
国民党会派が賛成 37、反対 2であった。
















マルガ（Simonetta Sommaruga）が、移植法案 9条 1項「人
が死亡しているのは…」を「この法律の意味において、人
が死亡しているのは…（Der Mensch ist im Sinne dieses 









































③ 2004 年 9 月 22日の国民議会本会議
全州議会で修正された移植法案について、委員会の審議

































が 78、多数派の提案の賛成が 60 で、少数派の提案が採
択された。

















⑤ 2004 年 9 月 30 日の国民議会本会議






















⑥ 2004 年 10 月 4日の全州議会本会議












⑦ 2004 年 10 月 8日の最終投票
2004 年 10 月 8 日に両院で最終投票が行われた。全州
議会本会議では移植法案は、賛成42、反対 0で可決された。
















会　　　派 賛成 反対 棄権
国民党 45 5 0
社会民主党 39 0 6
自由民主党 34 0 0
キリスト教民主国民党 25 0 0
緑の党 0 0 13
EVP/EDU 0 5 0
無所属 2 0 2
合　　　計 145 10 21
こうして移植法は、2004 年 10 月 8 日に両院で可決さ
れ成立した。移植法は、憲法の規定により任意的レファ
レンダムに付されることになる。レファレンダム期限は

























成され、2007 年 3月 16 日にこれらの命令が制定された。






















第 1章　総則（第 1条～第 5条）
第 2章　人の臓器、組織及び細胞





第 4節　臓器の分配（第 16条～第 23条）
第5節　摘出、保管、輸出入、調製（第24条～第26条）
第 6節　移植（第 27条～第 29条）




第 3章　動物の臓器、組織及び細胞（第 43条～第 48条）
第 4章　移植製剤（第 49条）
第 5章　実施
第 1節　連邦（第 50条～第 55条）
第 2節　州（第 56条）




第 6節　管理及び措置（第 63条～第 65条）
第 7節　財務（第 66条～第 67条）
第 8節　法的保護（第 68条）
第 6章　罰則（第 69条～第 71条）
















いて制定された命令であり、制定は 2007 年 3 月 16 日、

























































































婚を認める「パートナーシップ法 47)」が 2004 年に成立し、































































































































































ければ摘出は認められない（移植法 13 条 2 項 g）。判断
能力のない者であっても、可能な限り説明手続きと同意手
続きに含まれなければならず（移植法 13 項 3 項）、摘出
を拒むような徴候がある場合には摘出は認められない（移






P1、P2 という夫婦がおり、そのうちの P1 は健康である
が、その配偶者 P2 は腎移植が必要な疾患を持っている。
P1 と P2 は血液型が不適合で移植は不可能である。また別
に、Q1、Q2 という夫婦がおり、同様にQ1 は健康で、Q2
は腎移植が必要であるが、Q1 から Q2 は移植が不可能で
ある。しかし、ここで P1 から Q2 への移植が可能で、か
つQ1 から P2 への移植が可能であるとする。この場合に、















































移植法 16 条から 23 条までの臓器の分配に関する規定
は、「提供者が特定の者に提供する意思のない臓器の分配」




























































































































































































































移植法 38条 2項及び 3項で定められている。また、認可
義務を負う者の義務、認可の手続きについては、移植法
42 条 c によって連邦参事会が別に定めることになってい





















































































































売、処方等の規則、58 条から 67 条までの当局の市場の








試験には 53 条から 57 条までの医薬品の臨床試験に関す
る条件が準用される（移植法 49 条 3 項）。移植製剤の製
造のために臓器等を摘出する者は、医療製品法 36条の提
供者の適格性を審査する義務がある（移植法 49条 4項）。




























(Etablissement Franc, ais des Greffes)、そしてイタリア、
スペイン、イギリスの当該機関があげられている 81)。移
植法 54 条の実施任務の委任では、移植法 19 条による臓





令 50条 1項によってスイス血液幹細胞財団（Schweizer 

































移植法 63 条から 65 条までは、連邦保健庁による管理
に関する権限、連邦保健庁の任務の達成に対して臓器等を
扱う者が負う協力義務、連邦保健庁がとる措置について定































刑（移植法 69 条 1 項）、業として行う場合には、5年以
下の軽懲役刑又は 50 万フラン以下の罰金刑（移植法 69
条 2項）、過失で行う場合には、6ヵ月以下の軽懲役刑又



































75 条 1 項）。レファレンダム期限が経過した後に、連邦
が施行を決定することになる（移植法 75 条 2 項）。移植
法は 2004 年 10 月 8日に成立し、レファレンダム期限は









































1） Bunde sge s e t z v om 8. Ok t ob e r 2004 u‥ b e r d i e 




（『現代刑事法』第 6号、1999 年、67-73 頁）、移植法草案
に関しては、カール・ルートヴィッヒ・クンツ（川口浩一訳）
「スイス刑法における臓器摘出への同意の諸問題」（『姫路法
学』第 33 号、2001 年、74-64 頁）がある。また、ドイツ
語では移植法制定後のものとしては、次の文献が参考にな
る。Pascal Hofer, Das Recht der Transplantationsmedizin in der 
Schweiz, 2006.
3） 「血液、血液製剤及び移植体の管理に関する連邦決議
（Bundesbeschluss von 22. Ma‥rz 1996 u‥ber die Kontrolle 
von Blut, Blutprodukten und Transplantaten）」（以下、連
邦決議）。この連邦決議では、禁止事項については罰則も定
められていた。連邦決議は、1996 年 3 月 22日 に成立し、
1996 年 8月 1日から施行された。施行後、何度か改正が行
われている。1999 年 10 月 8 日の改正で、異種移植につい









（2008 年 9月 30 日現在）
4） Botschaft zu einer Verfassungsbestimmung u‥ber die 









6） B u n d e s v e r f a s s u n g  d e r  S c h w e i z e r i s c h e n 
Eidgenossenschaft vom 18. April 1999
7） スイス連邦憲法の翻訳は、次の文献を参照した。初宿正典、
辻村みよ子編『新解説世界憲法集』三省堂、2006 年。
8） Bundesbeschluss vom 26. Juni 1998 betreffend 
e i n e  V e r f a s s u n g s b e s t i m m u n g  u‥ b e r  d i e 




（2008 年 9月 30 日現在）
10) B u n d e s b e s c h l u s s v om 28 .  S e p t em b e r 1999 
u‥ ber die Einfu‥ gung beschlossener A‥ nderungen 
der Bundesverfassung vom 29. Mai 1874 in d ie 
Bundesverfassung vom 18. April 1999 , BBl 1999 8768f.
11) Botschaft zu einer Verfassungsbestimmung u‥ber die 
Transplantationsmedizin, BBl 1997 III 691f. および、斉藤
誠二、前掲書、72-73 頁参照。






13) Botschaft zum Bundesgesetz u‥ber die Transplantation 
von Organen, Geweben und Zellen, BBl 2001 29. （以下















Transplantationsgesetz, BBl 2001 77.）。
15) 以上のまとめは、Botschaft zum Transplantationsgesetz, 
BBl 2001 69ff. を参照。
16) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 83f.
17) パブリフォーラム（PubliForum）とは、TA-SWISS が行う
コンセンサス会議の名称である。
18) AB 2003 N 2063.（ 連 邦 議 会議事録からの引用は、
Amtliches Bulletin der Bundesversammlung の略号AB、
年、国民議会を表すN又は全州議会を表す S、ページ数の順
に表記する。）
19) AB 2003 N 2063.





ことになると批判している。（AB 2003 N 2067 及びHofer, 
a.a.O., S.46.）
22) AB 2003 N 2067.
23) AB 2003 N 2069.
24) AB 2003 N 2071.














29) 2004 年 6 月 2 日の全州議会本会議の議論については、AB 
2004 S 188ff. を参照。
30) AB 2004 N 1340.
31) AB 2004 N 1338.
32) AB 2004 S 517f.
33) AB 2004 N 1525f.
34) AB 2004 S 560.
35) AB 2004 S 561.









テンMargrith von Felten による提案、Parlamentarische 
Initiative, "Medizinische Verwertung von menschlichem 
Fo‥talgewebe. Moratorium."）
39) 「胚性幹細胞の研究に関する連邦法 Bundesgesetz vom 
19. Dezember 2003 u‥ber die Forschung an embryonalen 
Stammzellen (Stammzellenforschungsgesetz, StFG)」
（2005 年 3月 1日施行）。幹細胞研究法の成立経緯について
は、次の文献を参照。森芳周「スイス幹細胞研究法の成立経
緯」『医療・生命と倫理・社会』第 4号、2005 年、41-67 頁。
40) "Kein Referendum gegen das Transplantationsgesetz."
http://www.nzz.ch/2005/02/23/il/articlecm8qy_1.97228.
html（2008 年 9月 30 日現在）
41) Verordnung vom 16. Ma‥rz 2007 u‥ber die Transplantation 
von menschlichen Organen, Geweben und Zellen (Trans-
plantationsverordnung)
42) Verordnung vom 16. Ma‥rz 2007 u‥ber die Zuteilung von 
Organen zur Transplantation (Organzuteilungsverordnung)
43) Verordnung vom 16. Ma‥rz 2007 u‥ber die Transplantation 
von tierischen Organen, Geweben und Zellen (Xenotrans-
35
plantationsverordnung)
44) Verordnung vom 16. Ma‥rz 2007 u‥ber Gebu‥hren fu‥r 
den Bundesvollzug der Transplantationsgesetzgebung 
(Transplantationsgebu‥hrenverordnung)
45) Verordnung des EDI vom 2. Mai 2007 u‥ber die Zuteilung 
von Organen zur Transplantation (Organzuteilungsver-
ordnung EDI)
46) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 134.
47) 「同性登録パートナーシップに関する連邦法（Bundesgesetz 
vom 18. Juni 2004 u‥ber die eingetragene Partnerschaft 




『東北学院大学法学政治学研究所紀要』第 13 号、2005 年、
55-98 頁、および松倉耕作「スイスにおける同性婚の公認（上）
― 2007 年 1 月 1 日施行法の概要について―」『戸籍時報』
607 号、2006 年、58-69 頁。
48) E r l a‥uternder Ber icht zur Verordnung u‥ ber d ie 
Transplantation von menschlichen Organen, Geweben 
und Zellen, S.5.
49) Medizinisch-ethische Richtlinien der SAMW zur Feststellung 
des Todes mit Bezug auf Organtransplantationen. この指
針については、次のページを参照。
http://www.samw.ch/content/d_Ethik_Richtlinien.php
（2008 年 9月 30 日現在）
50) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 142f.
51) 改正された民法典 14 条が 1996 年 1 月 1日から施行されて
いる。これにより、成年に達する年齢が、20歳から 18歳に
引き下げられた。







法」『外国の立法』第 235 号、2008 年、96-134 頁。）
53) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 145.
54) Hofer, a. a. O., S. 127.
55) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 146. 再
生可能な「組織又は細胞」のみ摘出可能であるので、例えば、
再生可能であっても、「臓器」である肝臓の摘出は許されない。
56) ドイツ移植法 8条 3項では、「州法に規定する管轄委員会」
の見解が、生体からの臓器摘出の要件の一つとして定められ
ている。
57) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 147.
58) Gilbert Thiel, et.al., Crossover Renal Transplantation: 





巻第 10号、2007 年、59-64 頁。
59) NEK-CNE, Stellungnahme 6/2003, "Zur Regelung der 
Lebendspende im Transplantationsgesetz."
http://www.bag.admin.ch/nek-cne/04229/04232/index.
html（2008 年 9月 30 日現在）

































65) 臓器分配令 3条 2項の 2は、施行後の改正で付け加えられ、






66) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 149f.
67) スイス・トランスプラントは、1985 年に設立された
財団法人で、Schweizerische nationale Stiftung fu‥ r 
Organspende und Transplantation の通称である。1992
年にはスイス・トランスプラント内にコーディネート・セン
ターが設置された。スイス・トランスプラントの役割につい
ては次の文献を参照。C. Muller, et.al., Organspende in der 
Schweiz, Therapeutische Umschau, 62(7), 2005, S.437-442.
68) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 101f. 
および、Jean-Franc, ois Dumoulin, Organtransplantation in 





















71) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 161.
72) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 162f.
73) 移植法では、男性の同意は必要とはされていない。
74) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 163.
75) SAMW Stellungnahme, Medizinisch-ethische Grundsa‥tze 
zur Xenotransplantation.
76) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 47. およ
び、移植令 2条 1項。
77) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 48.
78) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 48.
79) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 48f.
80) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 170.





83) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 174. 州
の任務やコーディネーターの任務については、移植令 45 条
から 47条までで詳しく規定されている。
84) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 178. 幹
細胞登録簿については、移植令 50条から 52条も参照。
85) Verordnung der Bundesversammlung vom 20. 
Dezember 2006 u‥ber die Anpassung von Erlassen an 
die Bestimmungen des Bundesgerichtsgesetzes und des 
Verwaltungsgerichtsgesetzes.
86) B u n d e s g e s e t z v om 17 .  J u n i  2005 u‥ b e r  d a s 
Bundesverwaltungsgericht (Verwaltungsgerichtsgesetz, 
VGG)、 2007 年 1月 1日施行。
87) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 181.
88) 行政刑法 1 条「適用領域」によると「違反行為の判定
が連邦の行政官庁に委任されている場合に、この法律が
用いられる（Ist die Verfolgung und Beurteilung von 
Widerhandlungen einer Verwaltungsbeho‥rde des Bundes 
u‥bertragen, so findet dieses Gesetz Anwendung.）。」移植
法 71 条 2 項の規定は、州によっても行政刑法 6条、7条、
15 条が適用可能であると表明するものである（Botschaft 























































場合には、第 8条、第 12条 b、第 13条第 2項 f 及び g、
第 39 条第 2項、並びに第 40 条第 2項による説明と同
意に関する規定が遵守されている場合にのみ、保管、移
植又は移植製剤の製造のために使用することができる。









































































































































 b． 第 1項による保険の内容と範囲、
 c． 第 2項 bによるその他の補償されるべき経費。
第 15 条　連邦参事会の規定




































































 a． 第 2項による医学的根拠、










































































 b． a で挙げた者以外の者であって、臓器、組織又は細
胞により、病原体が伝染することがある者、又は移
植患者の健康がその他の方法で損害を受けること







































































































































































































療製品法第 3条、第 5条から第 33 条まで、第 58 条か
ら第 67 条まで、及び第 84 条から第 90 条までが準用
される。
２ スイス医薬品局 3) は、移植製剤の領域においても、医
療製品法第 60条第 2項による査察の権限をもつ。
３ 人の臓器、組織又は細胞から製造された移植製剤の取り


































 a． 第 19 条による臓器の分配、
 b． 第 62 条による幹細胞登録簿の作成、





























































































































































































胞を摘出すること（第 13条第 2項及び第 3項）、
 g． 待機者名簿への登載又は臓器の分配の際に、差別す
ること（第 17条及び第 21条第 2項）、又は、標準
的な基準によらずに臓器を分配すること（第18条）、














組織又は細胞を移植すること（第 37条第 2項 b）、
 m．判断能力のない女性の胚又は胎児の組織又は細胞を



















 d． 届出義務に違反すること（第 20 条、第 21 条第 3









 h． 協力義務に違反すること（第 64条）、





























第 5条第 1項の 2




2. 1943 年 12 月 16 日の連邦司法法






1 第 24 条及び第 29 条の意に沿った活動をすでに始めた
者は、この法律の施行から 6ヶ月以内に、連邦保健庁
に報告しなければならない。






3 移植体の管理に関する 1996 年 3月 22日の連邦決議第
18条及び第 18a 条による認可は、認可期限の経過まで
有効である。












































る箇所である。なお、1943 年 12 月 16 日の連邦司法法（連
邦司法組織に関する連邦法）は、「連邦裁判所に関する 2005
年 6 月 17 日の連邦法」（連邦裁判所法）第 131 条によって
廃止されている。待機者名簿への登載及び臓器分配に関する
決定の異議申し立てが許されないという条項は、連邦裁判所
法第 83条 qに引き継がれている。
スイス移植法の概要と制定経緯
